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令和６年度１月補正予算の概要 

１ 予算編成の考え方 

国の総合経済対策を受けて、原油価格・物価高騰等に対応する取組など、緊急に

対応すべき予算を計上した。 

 

２ 一般会計補正予算（第７号）の概要 

（１）予算規模 

歳入については、国県支出金、歳出については、予算編成の考え方に基づき、

それぞれ計上した。 
この結果、補正額 288,979 千円を追加し、補正後の一般会計歳入歳出総額が

50,529,099 千円となった。  

（２）補正内容                    【凡例】 ○新 ：新規事業 

原油価格・物価高騰等への緊急的対応 

交通・運輸事業者緊急支援金交付事業（交通事業者）企画課（P10） 300千円 

交通・運輸事業者緊急支援金交付事業（交通事業者）生活環境課（P10） 763千円 

○新 住民税非課税世帯・低所得子育て世帯支援給付金支給事業（P12） 215,924千円 

社会福祉施設等物価高騰対策支援事業補助金（障がい者施設等）（P14） 3,763千円 

社会福祉施設等物価高騰対策支援事業補助金（高齢者施設等）（P16） 11,043千円 

保育所等物価高騰対策支援事業補助金（P16） 165千円 

医療施設等物価高騰対策事業補助金（P18） 29,371千円 

○新 中小企業等省エネ支援事業補助金（P20） 7,500千円 

畜産用飼料高騰緊急対策事業（P20） 11,738千円 

○新 漁船燃油価格高騰対策緊急支援事業補助金（P22） 2,112千円 

交通・運輸事業者緊急支援金交付事業（運輸事業者等）（P24）  6,300千円 
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（３）繰越明許費の補正 

（追加）                                 （単位：千円） 
金　額

3 民生費 230,895

1 230,730

215,924

3,763

11,043

2 165

165

4 衛生費 36,871

1 36,871

29,371

7,500

社会福祉費

社会福祉施設等物価高騰対策支援事業補助金（障がい者施設等）

社会福祉施設等物価高騰対策支援事業補助金（高齢者施設等）

児童福祉費

保育所等物価高騰対策支援事業補助金

款 項 事　業　名

保健衛生費

医療施設等物価高騰対策事業補助金

中小企業等省エネ支援事業補助金

住民税非課税世帯・低所得子育て世帯支援給付金支給事業

 
 

（４）債務負担行為の補正 

（追加）                                 （単位：千円） 
 

 

 

期　　　間

学校給食事業 令和７年度 89,741

事　　項 限　　度　　額


